
求職者等におけるセクシュアルハラスメント防止規程 

 

（目的） 

第 1 条 この規程は、社会福祉法人博由社（以下「法人」という。）における求職活動や、 

インターンシップその他求職活動に関連する活動を行う者（以下「求職者等」という。） 

に対するセクシュアルハラスメントを防止し、すべての求職者等が安心して求職活動等 

を行うことができる環境を確保することを目的とする。 

 

（基本方針） 

第 2 条 法人は、求職者等の尊厳及び人格を尊重し、求職活動等におけるいかなるセクシ 

 ュアルハラスメントも許容しない。 

2 法人は、求職者等に対するセクシュアルハラスメント（以下「求職者等セクハラ」と 

いう。）を防止するための必要な措置を講じるとともに、求職者等が安心して相談及び通  

報を行うことができる環境の整備に努めるものとする。 

 

（適用範囲） 

第 3 条 この規程は、役員、職員その他採用活動に関与するすべての者（以下「採用担当者

等」という。）に適用する。 

2 法人は、人材紹介会社、採用支援事業者、業務委託先その他求職活動に関与する外部関 

係者に対しても、本規程の趣旨を周知し、その遵守を求めるものとする。 

 

（定義） 

第 4 条 この規程において求職者等セクハラとは、採用活動、会社説明会、面接、インター 

ンシップ、施設見学、職場体験、オンライン面談その他これらに関連する場面において、 

採用活動に関与する者が、その立場又は影響力を背景として行う性的な言動により、求職

者等に不快感、不安、恐怖又は不利益を与え、求職活動等の環境を害する行為をいう。 

2 求職者等セクハラに該当するか否かは、行為者の意図の有無を問わず、求職者等の受け

止め方、行為の内容、態様、継続性及びその影響等について、社会的通念上の合理性を総

合的に勘案して判断するものとする。 

 

 

（禁止行為） 

第 5 条 採用担当者等は、次に掲げる行為を行ってはならない。 

(1) 容姿、服装、体型、年齢その他身体的特徴に関する不必要な発言を行うこと。 

(2) 恋愛経験、交際状況、結婚観、性的指向、性的経験その他採用活動上必要のない私生活

に関する質問を行うこと。 



(3) 業務上必要な場合を除き、個人的な連絡先の交換又は私的な SNS アカウントによる連 

絡を求めること。 

(4) 採用、選考結果又は内定等を示唆し、又はこれらをほのめかして、食事、飲酒、宿泊そ 

の他私的な交流を求めること。 

(5) 業務上必要のない身体接触を行うこと。 

(6) 業務上必要な場合を除き、密室その他閉鎖的な空間において求職者等と二人きりになる 

など、不適切な状況を作り出すこと。 

(7) 性別による固定的な役割意識又は偏見に基づく発言を行うこと。 

(8) 性的な冗談、からかい、性的な内容を含む発言又は画像等の提示を行うこと。 

(9) 求職者等に対し性的な関係を求め、又は交際を迫ること。 

(10) その他、求職者等に不快感、不安又は恐怖を与える性的な言動を行うこと。 

 

（採用活動における遵守事項） 

第 6 条 採用担当者等は、求職者等との接触（以下「面談等」という。）に当たり、次に掲

げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 面談等は、原則として業務時間内に行うこと。 

(2) 法人施設、オンライン会議システムその他適切な場所又は方法により面談等を実施す 

ること。 

(3) 面談等については、日時、場所、方法、参加者及び目的を事前に所属長へ報告し、社内 

スケジュール等に登録すること。 

 

（周知及び啓発） 

第 7 条 法人は、本規程を、採用活動に関与する役員及び職員に周知しなければならない。 

2 法人は、求職者等が本規程の内容を容易に確認できるよう、法人ホームページその他適 

 切な方法により公表するものとする。 

3 法人は、就活セクハラ防止に関する継続的な啓発活動を実施するものとする。 

 

（研修）  

第 8 条 法人は、採用担当者等に対し、就活セクハラ防止に関する研修を実施するものと 

する。 

 

（相談体制） 

第 9 条 法人は、求職者等及び関係者からの相談又は通報を受け付ける相談体制を整備す 

る。 

2 相談窓口担当者は、相談者の立場に配慮し、適切かつ柔軟な対応を行うものとする。 

3 法人は、相談窓口担当者に対し、必要な知識及び技能を習得させるため、必要な研修を 



実施するものとする。 

 

（相談への対応及び事実確認） 

第 10 条 法人は、相談又は通報を受けた場合には、速やかかつ適切に必要な調査を実施す

るものとする。 

2 法人は、相談者及び行為者双方から事実関係を確認するとともに、必要に応じて関係者

への聴取その他必要な調査を行うものとする。 

3 法人は、相談者の心身の状況及び意向に十分配慮しながら対応を行うものとする。 

 

（求職者等への配慮及び支援） 

第 11 条 法人は、調査結果に基づき、就活セクハラにより影響を受けた求職者等の保護及

び求職活動等上の不利益の回復に必要な措置を講ずるものとする。 

2 法人は、必要に応じて学校、行政機関その他関係機関と連携し、適切な支援を行うもの

とする。 

 

（行為者に対する措置） 

第 12 条 法人は、採用担当者等による就活セクハラに該当する行為が確認された場合には、

就業規則その他関係規程に基づき、懲戒処分を含む厳正な措置を講ずるものとする。 

2 法人は、必要に応じて、指導、配置転換、採用業務からの除外その他再発防止のために

必要な措置を講ずるものとする。 

 

（プライバシーの保護） 

第 13 条 法人は、相談者、行為者及び関係者のプライバシーを保護し、相談対応又は調査

により知り得た秘密を正当な理由なく漏らしてはならない。 

2 前項の義務は、相談対応又は調査に関与したすべての者について適用する。 

 

（不利益取扱いの禁止） 

第 14 条 法人は、求職者等又は関係者が相談、通報又は調査への協力を行ったことを理由

として、選考上の不利益な取扱いその他一切の不利益取扱いを行わない。 

2 法人は、相談、通報又は調査への協力を行った者に対する報復、嫌がらせその他これに

類する行為を禁止する。 

 

（再発防止） 

第 15 条 法人は、発生した事案について原因分析を行い、再発防止に必要な措置を講ずる

ものとする。 

 



（規程の見直し） 

第 16 条 法人は、社会情勢の変化、相談事例及び運用状況等を踏まえ、本規程の内容につ

いて定期的な見直しを行うものとする。 

 

（相談窓口） 

第 17 条 法人は、別に定める相談窓口を設置する。 

 

附則 

この規程は、令和 8 年 10 月 1 日から施行する。 

 


